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研究成果の概要（和文）：本研究プロジェクトは、日本、ドイツ、イギリス、アメリカ等の ESD
（持続可能性のための教育）としての環境教育の展開を探り、実践、効果の一端を探った。 
具体的には、ドイツの環境教育の 40 年間の展開を探り、持続可能性を標榜するドイツの環境

教育の動向を解明した。また、ESD としての環境教育政策やその一般的特質、意義と課題を解

明した。さらに、12 の事例に基づきイギリスや日本の環境教育の広範な取り組みの特質を解明

した。 
研究成果の概要（英文）： 
 The project obtains new interpretations and findings about new trends and effects of 
environmental education for ESD, in particular, in Germany and U.S., U.K., etc. This project probes 
the followings. 
（1）Developmental process and practice of environmental education in German school that is 

based on concept: "Sustainability",  
（2）Developmental process and practice of environmental education in U.S., and U.K., that aims 

at Education for Sustainable Development (ESD). 
(3) Some environmental education programs based on concept of "deep ecology" were analyzed. 
(4) An environmental education, in which concept of "deep ecology" was introduced, in biology 

classroom was planed and proved. 
(5) Some ESD-programs for high school in Japan were developed and evaluated.  

（6）The roles, stands, curricula and systems of science museums in environmental education were 
investigated. 
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１．研究開始当初の背景 



世界の環境教育は大きな転換期を迎えて

いる。10年前の中央教育審議会答申『21世

紀を展望したわが国の教育のあり方につい

て』（1996）の中では、学校における環境

教育のあり方は、「環境から学ぶ」、「環

境について学ぶ」「環境のために学ぶ」と

いう三つのキーワードで語られていた。し

かし、2002年の中央環境審議会答申『環境

政策の活性化方策について』（中間答申）

や2003年の「環境保全のための意欲の増進

及び環境教育の推進に関する法律」（「環

境教育法」）では、国際的動向（「テサロ

ニキ宣言」（1997）など）をうけて、新し

い環境教育の枠組みが登場している。これ

が、「持続可能な開発のための教育」（ESD: 

Education for Sustainable Development）

としての環境教育である。ドイツ等環境教

育先進国の環境教育も、この新しい枠組み

のもとで新たな環境教育が展開している。 

ところが、わが国の学校における環境教

育・学習は、この枠組みでの環境教育・学

習としていまだに展開しているとは言えな

い。まして、ESDとしての環境教育をどのよ

うに系統的体系的に行うかについての明確

なプログラムの整備と効果的な実践方法の

確立はいまだに不十分であるといわざるを

えない。また、すでにESDとしての環境教育

を展開している諸国の子どもと比較して、

わが国の子どもとの環境意識・態度・知識・

行動様式等の現状はいかなるものか、等に

ついても解明されていない。 

すでに研究代表者は、平成8年度の科学研

究費補助金を受けて、ドイツ・アメリカ・

日本の子どもの環境意識・態度・行動様式

等の比較調査研究を行ったが、10年後であ

る現在の日本の子どもの状況を国際的に位

置づけて、わが国のESDとしての環境教育の

構想が必要と思われる。 
 
２．研究の目的 
(1）ESDとしての環境教育の先進国におい

て、環境教育がいかなるシステム・カリ

キュラム・実践方法で展開されているの

かを探るとともに、環境学習モデル校の

実践事例に即して実証的に解明する。 

(2）次に、そうした国々の子どもたちと日本

の子どもたちの環境意識・態度・知識・行

動様式等を比較調査し、わが国の子どもの

現状を国際的に位置づける。 

(3）上記の知見を踏まえて、わが国の学校に

おけるESDとしての環境教育のシステム、カ

リキュラム、モデルプログラム及び効果的

な指導方略を開発し、実践的に検討する。 

 
３．研究の方法 
持続可能性を標榜する環境教育の展開、及

び諸外国の環境教育の動向については、文献

調査を主な研究方法とし、フィールドワーク

も導入した。生徒の環境意識・認識の実態調

査については、アンケート調査及びインタビ

ューを用いた。日本の環境教育の実態・環境

教育プログラムの開発と実践については、実

践的・実証的な方法を用いた。また、学外の

環境教育・学習資源を活用したさまざまな環

境教育・学習の実態の分析と特質の解明では、

フィールドワークを行った。 

 

４．研究成果 

研究成果は多方面に渡るが、以下では、3

つの観点にわけて、主な成果のみに限定して

述べることにする。 

（1） 持続可能性を標榜する環境教育の展開 

現行の環境教育の現状と課題を探るととも

に ESD-J の報告書・取組み、国立教育政策所

教育課程センター編『環境教育指導資料［小

学校編］』、「国連持続可能な開発のための

教育の 10 年」関係省庁連絡会議編『わが国

における「国連持続可能な開発のための教育

の 10 年」実施計画、等々の関係資料を分析

して、これまでの環境教育と ESD としての環

境教育との相違について分析を進め、従来の

環境教育の課題と新たな環境教育の方向性

を解明した（「環境教育の新たな展開と課

題」、教育実践学会、『教育実践学研究』。

「ESD としての環境教育と理科における

その意義」、日本理科教育学会、『理科の教

育』）。特に、ESD としての環境教育におけ

る教科の役割については、地理に関してそ

の 意 義 と 課 題 に つ い て 解 明 し た

（Complexities of environmental education 
and the role of teaching geography about 



sustainable development of Japan./ 
Geographiedidaktische/ /Forschungen/）。 
（2） 諸外国の環境教育の動向 

わが国の学校における ESD としての環境

教育のシステム、カリキュラム、モデルプ

ログラム及び効果的な指導方略を開発す

るために、ドイツ、アメリカ、イギリス、

カナダ、オーストラリアなどの環境教育の

動向やそのカリキュラム・プログラム等を

分析した。 

諸外国の環境教育の動向については、

まずドイツの環境教育に関して 1970 年

代から ESD としての環境教育に至る 40

年間の歩みを分析しその特質を解明した

（「ドイツの環境教育の 40 年」、本科研費

報告書、『ドイツ・アメリカ等における持

続可能性のための環境教育の新展開と成

果の国際比較研究』。アメリカ、カナダ等

を中心にして新たな環境教育の方向とし

て注目されるディープ・エコロジー思想

に基づく、環境教育プログラムについて

分析し、その特質を解明した（「ディー

プ・エコロジー思想を導入した環境教育

の特質—アメリカ・カナダ・オーストラ

リアの事例から—」、日本理科教育学会、

『理科教育学研究』）。また、生徒の環境

にかかわる意識・認識については、環境

倫理の観点から実態調査を行った（「高校

生の環境倫理意識・態度の実態」、「環境的

行動の形成要因に関する一考察－ T. 

Tanner の所論に着目して －」、本科研費

報告書、『ドイツ・アメリカ等における持

続可能性のための環境教育の新展開と成

果の国際比較研究』）。これらに基づき、

新たな環境教育の授業を構想し実践した。

イギリスについては、特にフィールドワ

ークを重視した環境学習の取り組みにつ

いて Malham Tarn 野外実習センターを事

例にして、その特質を解明した（「イギリス

における PGCE の学生を対象とした野外実習

指導−Malham Tarn 野外実習センターでの取

り組みを事例として—」、本科研費報告書、『ド

イツ・アメリカ等における持続可能性のた

めの環境教育の新展開と成果の国際比較研

究』）。 

（3） 日本の環境教育の実態・環境教育プロ

グラムの開発と実践 
日本の環境教育については、幼少期、中学校、

高等学校の理科を中心に、環境教育・学習の

カリキュラム・プログラムの開発と実践、そ

の課題等を解明するとともに、学外の環境教

育・学習資源を活用したさまざまな環境教

育・学習の実態を分析し、その特質を解明し

た（「中学校におけるエネルギー・環境教育

の実践と課題－谷田部中学校を事例にして

－」、「環境倫理の涵養をテーマに据えた環境

教育の実践報告－北海道の自然をフィール

ドとした高等学校の野外学習から－」、「高校

地学で取り組む環境教育－環境的視点を活

かした授業実践を中心にして－」等、本科研

費報告書、『ドイツ・アメリカ等における持

続可能性のための環境教育の新展開と成果

の国際比較研究』）。 
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